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機関が統合され，政府事務所（the Government Offices for the Regions: GOs）
が設置された。また，1999 年には，ブレア労働党政権下において，地域開発・






























































































基本的には 61 の包括目的型の 1 層制地方政府に再編することを提案した9）。













































1968 年に雇用・生産省に移管され，その他の部門は翌 69 年に大蔵省に移管
された17）。その後，経済関係省の挫折を反面教師として設置されたのが「環
境省」であった。環境省は，70 年 10 月の政府白書『行政組織の再編成』に




















































93 年に都市整備，経済振興，環境改善などに関する 20 の政府補助金が統合
された。その目的は，それらの補助金の効率的な運用を図るためであった27）。
つまり，補助金の統合が，出先機関の統合を導いたと言える。
そして，1999 年 4 月には，ロンドンを除く 8 地域に地域開発公社（RDAs）
が設けられた。翌年の 2000 年には，ロンドンにも設けられた。地域開発公
社は，地域内の経済開発や雇用の促進をねらいとしたものであるが，その地


































Assemblies）に再編することを提案した。2002 年 5 月に白書「あなたの地域，





































北東リージョンでの結果を受け，プレスコット副首相は，11 月 8 日の国
会への報告において，北東リージョンに続いて予定していた北西リージョン





















する改革構想が明らかにされたのが，2007 年 7 月に大蔵省（the Treasury）
とコミュニティ・地方自治省（the Department for Communities and Local 
Government）の両省によって出された「サブ・ナショナル・レビュ （ーSNR）」
















































and Skills Council: LSC），ジョブセンター・プラスなどのエージェンシー












ｂ．DBERR に，地域経済業績公共サービス協定（Regional Economic 













































の点は，政府事務所自身による別の資料（Network Corporate Plan 2008-11）39）
においても繰り返されている。政府事務所にも自助努力が求められ，








は，“consultation” と呼ばれるが，2008 年 4 月 1 日から 6 月 20 日までの期
間で，599 の回答者（団体）から 500 を超える意見が寄せられた（表 2 参照）。
政府は，これらの諸団体から出された意見も参考にして，SNR の内容を
法案のかたちにまとめた。それが，「地域民主主義，経済開発，建築法案（Local 




in Control: real people, real power）」である。同法案は，2008 年 12 月，上院
に提出され，その後種々の議論や修正が加えられ，上下院で可決後，2009






















①　地域大臣の新設についてである。2007 年 6 月，ブラウン首相は，ロンド
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実施された第 6 ラウンドを最後に申請の募集が打ち切られた。2002 年 4 月から
は，各省が地域開発公社に配分している事業費（11 の補助金）を一つに統合し










る（自治体国際化協会『英国の地域再生政策』クレアレポート第 253 号，2004 年，
pp.15 ～ 17 および p.30，参照）。
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出典：Network Corporate Plan 2008-11, p.5
表１　Transformation project
（これらの事業は，2009 年 12 月までに完了するものである）






































出 典：Prosperous Places: taking forward the review of sub-national economic 
development and regeneration（The Government response to public consultation 25 
November 2008）, Department for Communities and Local Government, pp.23-30
表２　SNR に関する “Consultation” の質問
